
概

措置等）□ 休止　□

施

 終了
計画対象 ■ 実

策

施計画査定対象  □

名

 行政改革対象 
□ 

幼

廃止　　　　 

※決算

児

額については、端数処

教

理により、他資料の決

育

算額と差異が生じてい

・

る場合もあります。

小中学校教育 基本目標 未

No. 事務事業

来

名 活動内容 コスト（事

に

業費：千円）

ＧＩＧＡ

つ

スクール推進事業 令和

な

　４年度 令和　５年度

ぐ

令和　５年度 令和　６

人

年度 令和　４年度 令和

材

　５年度 令和　５年度

を

令和　６年度
活動指標

育

名 単位
実績 計画 実績 計

む

画 決算 当初予算 決算 当

ま

初予算
全体事業概要

①

ち

児童へのタブレットパ

要

ソ ％ 100 100 10

施

0 100
文部科学省が

策

掲げるGIGAスクー

の

ル構想を実現するため

目

コン配備率
、市内14

的

小学校の全児童が情報

豊

端末を持ち活用する（

か

125,494 118

な

,772 120,49

感

8 0
1人1台端末）環

性

境の整備と、校内ネッ

と

トワークの高速
②

IC

確

T支援員配置人数 人 9

か

3 9 3
化を図る。また

な

、併せて、ICT支援

学

員を配置し、児童
や教

力

員が授業等において、

を

より活用できるようサ

も

ポー 令和　７年度の優

つ

先度
トを行っていく。

、

③2 　□ Ａ　　　 

心

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

身

　　　 □ Ｄ　

一人

と

一台端末環境を実現し

も

、教育のICT化を推

に

進した。
■ 計画どお

健

り   
令和　５年度

康

□ 遅延      

な

   
の評価

□ 進展

子

なし     

■ 維

ど

持　□ 拡大 引続き安

も

定した一人一台端末環

を

境の維持を実施する。

育

事業区分 □ 自治事務

成

   □ 法定受託 

す

  □ その他
今後の

る

方向性 □ 縮小　□ 

こ

改善
（改善措置等）□

と

 休止　□ 終了
計画

。

対象 ■ 実施計画査定

施

対象  □ 行政改革

策

対象 
□ 廃止　　　

の

　 

方向 小中学校における教育力の向上

電子黒板および教員の校務用パソコンの適切な配置により教育のICT課を推進した。また、導入当初より老朽化した電子黒板の入れ替えを行い、より活用しやすい環境
■ 計画どおり   

令和　５年度 を整備した。
□ 遅延         

の評価  
□ 進展なし     

 
■ 維持　　　　 文部科学省の掲げる「GIGAスクール構想」を進め、引き続き安定した学校のICT環境の維持を実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活

1

動内容 コスト（事業費

頁

：千円）

小学校コンピ

令

ュータ整備事業 令和　

和

４年度 令和　５年度 令

 

和　５年度 令和　６年

5

度 令和　４年度 令和　

年

５年度 令和　５年度 令

度

和　６年度
活動指標名

　

単位
実績 計画 実績 計画

　

決算 当初予算 決算 当初

事

予算
全体事業概要

①
電

務

子黒板の教室への設置

事

％ 100 100 100

業

100
小学校児童の情

評

報活用能力の育成、小

価

学校教員の情報 率
教育

表

の指導力・授業力の向

（

上、情報セキュリティ

個

の向 89,078 10

票

6,940 88,45

）

2 0
上、コンピュータ

課

活用による事務の軽減

名

のため、コン
②

教員へ

教

の校務用パソコン ％ 1

育

00 100 100 10

推

0
ピュータ及び周辺機

進

器の環境整備を図る。

部

の配布率

令和　７年度

教

の優先度

③1 　□ Ａ

育

　　　 □ Ｂ　　　

総

 □ Ｃ　　　 □ 

務

Ｄ　

電子黒板及び教員

課

の校務用パソコンの適

作

切な配置により教育の

成

ICT化を推進した。

日

■ 計画どおり   

令

令和　５年度
□ 遅延

和

         
の

　

評価
□ 進展なし  

６

   

■ 維持　□ 

年

拡大 引続き安定した学

　

校ICT環境の維持を

８

実施する。
事業区分 □

月

 自治事務   □ 

　

法定受託   □ そ

１

の他
今後の方向性 □ 

日

縮小　□ 改善
（改善



概

）□ 休止　□ 終了

施

計画対象 ■ 実施計画

策

査定対象  □ 行政

名

改革対象 
□ 廃止　

幼

　　　 

※決算額につ

児

いては、端数処理によ

教

り、他資料の決算額と

育

差異が生じている場合

・

もあります。

小中学校教育 基本目標 未

No. 事務事業名 活動

来

内容 コスト（事業費：

に

千円）

ＧＩＧＡスクー

つ

ル推進事業 令和　４年

な

度 令和　５年度 令和　

ぐ

５年度 令和　６年度 令

人

和　４年度 令和　５年

材

度 令和　５年度 令和　

を

６年度
活動指標名 単位

育

実績 計画 実績 計画 決算

む

当初予算 決算 当初予算

ま

全体事業概要
①

生徒へ

ち

のタブレットパソ ％ 1

要

00 100 100 10

施

0
文部科学省が掲げる

策

GIGAスクール構想

の

を実現するため コン配

目

備率
、市内7中学校の

的

全生徒が情報端末を持

豊

ち活用する（1 62,

か

481 59,705 6

な

0,881 0
人1台端

感

末）環境の整備と、校

性

内ネットワークの高速

と

②
ICT支援員配置人

確

数 人 6 3 6 3
化を図る

か

。また、併せて、IC

な

T支援員を配置し、生

学

徒  
や教員が授業等に

力

おいて、より活用でき

を

るようサポー 令和　７

も

年度の優先度
トを行っ

つ

ていく。
③4 　□ Ａ

、

　　　 □ Ｂ　　　

心

 □ Ｃ　　　 □ 

身

Ｄ　

一人一台端末環境

と

を実現し、教育のIC

も

T化を推進した。
■ 

に

計画どおり   
令和

健

　５年度
□ 遅延  

康

       
の評価

な

□ 進展なし    

子

 

■ 維持　□ 拡大

ど

引続き安定した一人一

も

台端末環境の維持を実

を

施する。
事業区分 □ 

育

自治事務   □ 法

成

定受託   □ その

す

他
今後の方向性 □ 縮

る

小　□ 改善
（改善措

こ

置等）□ 休止　□ 

と

終了
計画対象 ■ 実施

。

計画査定対象  □ 

施

行政改革対象 
□ 廃

策

止　　　　 

の方向 小中学校における教育力の向上

電子黒板および教員の校務用パソコンの適切な配置により教育のICT課を推進した。また、導入当初より老朽化した電子黒板の入れ替えを行い、より活用しやすい環境
■ 計画どおり   

令和　５年度 を整備した。
□ 遅延         

の評価  
□ 進展なし     

 
■ 維持　　　　 文部科学省の掲げる「GIGAスクール構想」を進め、引き続き安定した学校のICT環境の維持を実施する。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活

2

動内容 コスト（事業費

頁

：千円）

中学校コンピ

令

ュータ整備事業 令和　

和

４年度 令和　５年度 令

 

和　５年度 令和　６年

5

度 令和　４年度 令和　

年

５年度 令和　５年度 令

度

和　６年度
活動指標名

　

単位
実績 計画 実績 計画

　

決算 当初予算 決算 当初

事

予算
全体事業概要

①
教

務

室への電子黒板整備率

事

％ 100 100 100

業

100
中学校生徒の情

評

報活用能力の育成、中

価

学校教員の情報
教育の

表

指導力・授業力の向上

（

、情報セキュリティの

個

向 45,544 69,

票

026 48,726 0

）

上、コンピュータ活用

課

による事務の軽減のた

名

め、コン
②

教員への校

教

務用パソコン ％ 100

育

100 100 100
ピ

推

ュータ及び周辺機器の

進

環境整備を図る。 配布

部

率

令和　７年度の優先

教

度

③3 　□ Ａ　　　

育

 □ Ｂ　　　 □ 

総

Ｃ　　　 □ Ｄ　

電

務

子黒板及び教員の校務

課

用パソコンの適切な配

作

置により教育のICT

成

化を推進した。
■ 計

日

画どおり   
令和　

令

５年度
□ 遅延   

和

      
の評価

□

　

 進展なし     

６

■ 維持　□ 拡大 引

年

続き安定した学校IC

　

T環境の維持を実施す

８

る。
事業区分 □ 自治

月

事務   □ 法定受

　

託   □ その他
今

１

後の方向性 □ 縮小　

日

□ 改善
（改善措置等


